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中央 アジア諸国の企業

加 藤 志 津 子

ペ レス トロイカの開始から10年,ソ 連解体から5年 が経った。その間に旧ソ連諸国の経済は

ソ連型計画経済システムからの離脱の過程 をたどってきてお り,そ れに応 じて各国の企業シス

テムも変わってきた。 しか し,そ れぞれの国の経済的基盤,そ の他の社会 ・政治 ・文化的要因

が異なるため,旧 システムからの離脱のあ り方も,生 まれつつある新 システムの様相 も,こ れ

ら諸国で一様ではない。

筆者は1996年9月8-22日 に 「ロシア ・中央アジア諸国経済事情視察団」(大 崎平八郎団長)

に参加する機会を得 たので,本 稿ではこの視察団で入手 した情報を中心的な素材 としながら中

央アジア諸国の企業の現状について考察するω。
ノ

ここで言う中央アジア諸国とはカザフスタン,キ ルギスタン,タ ジキスタン,ト ゥル クメニ

スタン,ウ ズベキス タンの5ヵ 国である。視察団はタジキスタンに行 っていない し,短 い滞在

期間で入手 した情報はけっ して十分ではないが,中 央 アジア諸国の企業について日本ではあま

り知 られていないので,視 察後入手 した資料で不足を補いながら,こ れら諸国の企業の現状 に

ついて検討 してみたい。なお5ヵ 国の企業の状況をよ りわかりやす く示すために,比 較の材料

としてロシアの企業の状況にも触れる。ロシアは旧ソ連の盟主であった し,ソ 連解体後 も旧ソ

連諸国の中でわれわれに最 も状況が よく知 られている国はロシアだか らである。

1.全 般 的 な状 況

(1)市 場化と生産低下

ロシア ・中央アジア諸国の企業の現状にかん してまず言えることは,全 体 として市場化 と生

産低下が起 こっているということである。その程度は国によって,産 業部門によって異なるし,

その差をもたらしている要因も多様である。ここではそのことに深 く立ち入 らないが,欧 州復
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興開発銀行(EBRD)の 報告書 を基礎 にして6ヵ 国の状況の簡単な見取図を描いてお くことに

しよう。

EBRDの1996年 の報告書は中央集権的計画経済か ら市場経済へ移行 しつつある国々の移行

の進み具合いの国別比較 を行っている(表1)。 それによると6ヵ 国の中で最も自由化が進んで

いるのはロシアであ り,キ ルギスタン,カ ザフスタン,ウ ズベキスタン,タ ジキスタンが順 に

それに続 き,最 も遅れているのが トゥルクメニスタンである。

この ような移行進展度における差 は直接的には国家指導部の政策意図から発 しているようで

ある。たとえばロシア,キ ルギスタン,カ ザフスタンの指導部が市場経済移行を速 く進めるこ

とに政策の力点を置いているらしいのに対 して,ウ ズベキス タン指導部は市場経済移行を段階

的 ・漸進的に行 うことを強調 してお り(2),トゥルクメニスタン指導部の場合は市場経済を否定

してはいないが,「 強い国家」は東洋の伝統的価値観 に合致 しているので自由化を急 ぐべ きで

ないとして独自の 「トゥルクメニスタン ・モデル」を志向 している(3)。

他方,1990-1995年 の国内総生産の低下は,タ ジキスタンで最 も激 しく,カ ザ フス タン,

キルギスタン,ロ シア,ト ゥルクメニス タンが順 にそれに続 き,ウ ズベキスタンの生産低下が

最 も軽 い(表2)。 生産低下はすべての国で工業と農業の両方で起 こっている(表3)(4)。

6ヵ 国の生産低下の原因は複合的だが,大 別する と市場経済移行 とソ連内分業解体の2つ で

ある。 もちろん両方とも生産低下の方向にだけ作用 しているわけではな く,逆 に生産増大の方

向にも作用 しているはずである。 しか し,今 のところ生産低下の方向への作用が生産増大の方

向への作用 を上回っている。そこで,市 場移行の程度 と生産低下の程度 との間には正の相関関

係が表れうる。市場化が相対的に進んでいると評価 されるロシア,キ ルギスタン,カ ザフスタ

ンが相対的に著 しい生産低下を経験 しているのはその表れと言えよう。 またウズベキスタンが

市場化では立ち遅れつつ生産低下の程度を緩やかな範囲に保ちえているのも逆の意味でのその

表れであろう。 トゥルクメニス タンが中央集権的な経済運営 を続 けているにもかかわ らず著 し

い生産低下をきたしているのは,ソ 連解体の打撃から説明で きる(5)。タジキスタンにかんして

は,同 じくソ連解体のうえにさらに内戦が経済に破壊的な影響を与えている(6)。

(2)民 営化

企業の市場化についてさらに具体的に見 ると,一 つの重要な現象は民営化の進行である。ソ

連時代,生 産を担 うのは国有企業 または(事 実上,国 の管理下にあった)協 同組合に限 られて

いたが,1990年 代 に入ってか らの民営化により事情が変わってきた。

EBRDの1996年 報告書に依拠 して,6ヵ 国の民営化の現状 を見てみよう(表1)。

まずGDPに 占める民間セクターの比重は,ロ シアで最 も高 く60%,タ ジキスタン,ト ゥル
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クメニスタンで最 も低 く20%で ある。この数字の基礎にあるのは,「民間セクター付加価値生

産高」という概念であ り,そ れは登記 された民間会社の活動な らびに非公式活動に従事する私

人により生み出された所得を示す。ここで 「民間会社」とは,株 の過半数が私的個人 ・法人に

より所有 される企業のことである。

大民営化(大 企業の民営化)に ついてはカザフスタン,キ ルギスタン,ロ シア,ウ ズベキス

タンが比較的進んでおり 「3」と評価 されている。これは,大 企業の総資産額の25-50%が す

でに私人の手に渡っているか,あ るいは民営化過程にある(つ まり民営化過程は国がその所有

権を効果的に譲渡 した段階に達 している)が,コ ーポ レー ト・ガヴァナンスに関 しては大きな

問題が未解決のままに残 されていることを意味する。タジキスタンは 「2」と評価 されている。

これは,包 括的な民営化計画がすでに実施 されようとしており,い くらかの国有資産の売却が

すでに完了 していることを意味する。 トゥルクメニス タンは最 も遅れて 「1」と評価 されてい

る。 これは,ほ とんど私的所有が存在 しないことを意味する。

小民営化(小 企業の民営化)に ついてはキルギスタンとロシアが最 も進んでお り 「4」と評

価されている。これは小企業が完全に民営化 されてお り,所 有権の売買ができる状態にあるが,

先進工業国のような状況 にはなっていない(た とえば,企 業の占有す る土地が売買で きない)

ことを意味する。カザフスタンとウズベキスタンは 「3」と評価されている。 これは,ほ ぼ包

括的 と言ってよいプログラムが実施 されていることを意味する。 タジキスタンは 「2」と評価

されている。これはかなりの部分が民営化 されていることを意味する。 トゥルクメニス タンは

最も遅れて 「1」と評価 されている。これは,ほ とんど進展がないことを意味する。

(3)リ ス トラ ク チ ャ リン グ

同 じ くEBRDの1996年 報 告 書 に依 拠 して,6ヵ 国 の 企 業 リス トラ ク チ ャ リ ン グ の現 状 を見 て

み よ う(表1)。

カザ フス タ ン,キ ル ギ ス タ ン,ロ シ ア,ウ ズ ベ キ ス タ ン の4ヵ 国 は比 較 的 進 ん で い る と評 価

され て い る が,や や厳 しい信 用 ・補 助 金 政 策 が 取 られ て い る も の の,破 産 法 制 が 実 効 を伴 っ て

お らず,競 争 や コ ー ポ レー ト ・ガ ヴ ァナ ン ス を強 め る ため の 施 策 が ほ とん ど取 ら れ て い な い 。

タ ジ キ ス タ ン と トゥル ク メ ニ ス タ ンは,予 算 制 約 が 緩 く(緩 い 信 用 ・補 助 金 政 策 が企 業 レベ ル

で の 財 務 規 律 を弱 め て い る),コ ー ポ ー レー ト ・ガ ヴ ァナ ン ス を促 進 す る た め の そ の 他 の 改 革

もほ と ん ど行 わ れ て い ない 。

(4)外 資導入

市場化は外資導入 をもその概念の中に含 んでいると考えられるが,現 在のロシア ・中央アジ
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ア諸国の場合,外 資導入の意義はそれにとどまらず,生 産低下を押 しとどめる役割 をも果たし

うる。したがって,各 国の指導部,さ らには企業経営者たちの外資に対する期待 は強い。他方,

外 国資本 も,天 然資 源,安 価 な労働力,未 開拓 の消費財市場 な どに魅 力 を感 じている。

1989-1995年 について外国からの直接投資の累積額が総額で最 も多いのはロシアであ り,国

民1人 当 りで最 も多いのはカザ フスタンである(表4)。 両国とも外国のエネルギー関係の会社

が燃料資源の採掘 ・加工に投資する事例が特 に目立つ。

以上,EBRDの 調査報告をもとにロシア ・中央アジア諸国の企業の全般的な状況を見てきた。

さらに中央アジア諸国の企業の実情に迫るためには,個 別企業の事例 を検討するのが有益であ

ろう。 そこで次に,私 たちの調査 団が訪問調査 した事例を4つ と,『 ファイナソシャル ・タイ

ムズ』紙に紹介 された事例1つ を検討 しよう。これらが中央 アジア諸国の企業を代表 している

わけではない(各 国の産業構造に関する基本的な統計 は表5-7)が,上 述の全般的な状況と

対照 してみるとき,こ れら諸国の企業についての理解 を助けるであろう。

2.事 例

(1)「 キルギス国営機械検査所」(キ ルギスタン)

一 検査する機械がなくなったとき一

まず,中 央アジア諸国の中で最 も市場化が進んでいるといわれるキルギスタンの企業から始

め よう。

私たちは1996年9月13日 にキルギス国営機械検査所(通 称 「ミス」)を 訪問 した。 ビシケク

市に隣接するカント市 にある。私たちはアブラーソフ所長の説明を受けなが ら 「ミス」を見学

した。

「ミス」は1935年 に創立 されてお り,新 製品の農業機械 を検査す る企業 として,農 業省の

管轄下で活動 してきた。新製品の農業機械は 「ミス」に運び込 まれ,検 査 を受けた後,品 質証

明書と製造許可 を出されていた。 しか し近年,こ のような仕事は しなくなった。全般的な工業

生産の低下の中で,農 業機械 も生産されな くなったからである。 しかし 「ミス」は活動を停止

してはいない。元からの本業である機械検査部門の他 に,副 業として農業,畜 産の諸部門を有

してお り,今 では副業が本業に転 じている。

現在の従業員数は1300人 であ り,「 ミス」の保有する5500haの 土地を利用 して,次 の よう

な活動 をしている。①畜産一 牛6000頭(う ち乳牛1200頭),豚3万 頭。 ビシケク市 の牛乳を

すべて賄 っている。ケフィール,バ ターの生産も。②砂糖大根の種の年産は300-400ト ン。
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600haの 土地で種取 り用の砂糖大根を栽培 している。種はロシア,ベ ラルーシ,カ ザフスタン,

ウクライナ,ド イツなどに輸出 している。小麦の種の生産は年産2000ト ン。キルギス タン全

土に出荷 している。③その他一 野菜,果 物,家 畜飼料用牧草 ・穀物など。

財務状況は次のようである。年売上高4500万 ソム(363万 ドル)。 その中から労務費900万

ソム,資 材費,燃 料費,電 気代等 を差 し引いた残 りの利潤は580万 ソム。利潤の35%は 税金と

して国に納める。何 もかも値上が りしているので,300万 ソムの赤字が出ている。また 「ミス」

は宿泊所,ス ポーツ施設,4つ の学校,4つ の幼稚園,病 院 ,サ ナ トリウムももっているので,

それらの維持費 も重い負担となっているであろう。そのため,賃 金を遅配 した り,ガ ソリンが

必要なときに買えなかった りしている。だが,「 ミス」は完全独立採算で運営 されてお り,国

からの補助金は一切受けていない。

従業員の生活は 「良い」 と所長は断言 した。従業員の平均月給は600ソ ム(48ド ル),1人 当

り最低生活費は420ソ ムとい うか ら,月 給だけでは苦 しい生活のはずだが,従 業員は皆 自分の

住宅付属地経営をもっていて,畑 を作 り,家 畜(鶏,羊,牛)を 飼っているので,市 場 では何

も買わないですむからである。

「民営化 される予定がありますか」 という団員の質問に,所 長は強い口調で 「なぜ民営化 し

なければならないんですか?」 と反問した。所長 によれば 「ミス」が国営であることは,国 に

とっても 「ミス」 にとっても良いことである。① 国にとっての利益 一 国の農業 にとって重要

な種用家畜,野 菜 ・穀物の種 を 「ミス」 に発注できる。個人農家に対 してそんな発注はできな

い。財政的負担にもなっていない。② 「ミス」 にとっての利益 一 いざというときの保障を国

が して くれる。従業員 も国によって保護 されている。製品輸出の権利 も含めて経営上の自由も

十分保持 している。

しか し300万 ソムの赤字を出 していることにも見 られるように,楽 観できる経営状態ではな

い。所長は砂糖大根の種の生産拡大 に活路 を見いだそうとしている。「ミス」 は広い耕地 と比

較的温暖な気候的条件を利用 して,低 コス トで種の栽培ができるので,ド イツ,フ ランスの会

社か ら大量の種の引合いがある。 しか し,現 在の種加工工場の能力では注文 に応 じきれない。

ドイツの会社から新 しく機械 を買って,年 産を2000ト ンにしたい。そのためには300万 ドルが

必要であり,そ れをどうやって調達するかが,い ま所長が最 も頭 を痛めている問題である。

所長によれば,キ ルギス政府は経営状態の大変苦 しい企業に金を出してそれ らを助け ようと

してお り,外 国政府(日 本政府も含む)は 新興の私営企業や個人農に金を出 したが り,な んと

か頑張っている国営企業にはそれ らの資金は回ってこない。返済の当ては確かにあるし,国 も

債務保障を してくれるはずなので,投 資家にとっても有利 な取引だか らということで,外 国企

業からの直接の投資に期待をかけている。
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さきに検討 した全般的な状況 と関係付けながら,こ の事例で特 に注 目すべきことを指摘 して

おこう。

① 生産低下に関連 して一 旧ソ連諸 国の全体的な生産低下の影響 をこの企業は 「検査する機

械がな くなった」 というかたちで被ったが,農 業 との結び付 きを利用 してその打撃に耐えてい

る。企業そのものが本業の他に農業 ・畜産に従事 してきたのが幸いした し,労 働者 も個人副業

経営をもっていることにより低賃金,賃 金遅配の条件下で も 「良い生活」 を送ることができて

いる。表5,表8に よ り,こ の国がまさに農業国であることを確認できる。 さらに言 えばそれ

は程度の差はあれロシア ・中央 アジア諸国全体に当てはまることである。6ヵ 国の中ではロシ

アが比較的非農業的であるが。

②民営化に関連 して一 国有企業の地位に留まる必然性 のはっきりしない企業であるにもか

かわらず(種 の生産は私営企 業にもできる)国 有の地位 に留 まってお り,民 営化の計画 ももっ

ていない。経営状態の比較的良い国有企業では,所 有者である国も経営者 も民営化の必要を感

じないことがままあるのであろう。

③ リス トラクチャリングに関連 して一 外国企業 との取引を含めて経営上の自主性 を与えら

れていることが,リ ス トラクチャリングへの意欲 をか きたてている。

④外資導入 に関連 して一 リス トラクチャリングのための投資資金の国内での調達が困難 な

ため,外 資の直接投資に期待 をかけている。

(2)「 イスパ ト・カルメ ト」社(カ ザフスタン)

一 外資に身売りした巨大企業一

私 たちはカザ フスタンでは企業調査 をしていないが,『 ファイナソシャル ・タイムズ ・サー

ヴェイ』1996年7月11日 号(7)に,あ る国有企業が外資 に買収 されることになった経緯 とその後

の経営状況についての詳細な報道があるので,そ れを簡単 に紹介 し,検 討 してみよう。

その国有企業 は 「カラガンダ冶金工場」(通 称カルメ ト)と いう。これは1960年 代初めに設

立 されてお り,鉄 鋼を年間600万 トン製造できる一貫式鉄鋼工場 をもっている。かつてはソ連

全体で2番 目に大 きい鉄鋼工場だったのであ り,カ ザフスタンの国内総生産の約12%を 生産 し

ていた。従業員 は約3万 人であった。 しか し新 しい不確実性の時代 に入って,「 カルメ ト」の

ソビエ ト時代からの経営者たちは当惑 し,そ してその後,工 場 を略奪 した。1990年 からこの

工場は,最 低限必要な修理 ・保守以外何 もしていなかった。かれらの代わ りに西側諸国の 「契

約経営者」(後 述)に 工場 を委ねるとい う試みは惨 めにも失敗 した。すなわち,1995年 にオー

ス トリア企業,続 いてアメリカ企業 とイスラエル企業が共同で短期間,工 場 を破滅から救お う

としたが成功 しなかった。1995年 の終 わ り頃には月に10万 トンしか製造 してお らず,そ の
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90%は バーターで売 られていた。そのため工場は労働者 にも納入業者 にも支払がで きなかっ

た。賃金は1995年5月 ごろから支払われていなかった。

1995年11月 にこの工場の運命が開けた。ロ ンドンに本拠を置きイン ド人夫妻が所有 し経営

する民間鉄鋼会社 「イスパ ト」が競争入札 で落札 し,「 イスパ ト」は 「イスパ ト・カルメ ト」

という新会社の100%所 有者になった。

元 からある 「カルメ ト」社 にほとんどの負債が残 された。「イスパ ト」社は本来は経営委託

契約 を提案 されたのだが,工 場 を丸ごと,し かも実際上負債抜 きで買うことを許 される場合に

のみ工場に対する責任 を負 う,と い うことをはっきり述べたのだった。政府は 「カルメ ト」に

ついて困 り果てているときだったので,「 イスパ ト」の要求を受け入れたようである。

「イスパ ト」は 「カルメ ト」の資産のために2億7000万 ドル,い くつか選び出 した負債(鉄

鋼石,石 炭,鉄 道輸送,賃 金にかんする負債)の ために1億8000万 ドル,合 計約4億5000万 ド

ルを支払うことに合意 した。これにより,地 方経済全体を崩壊させる恐れのあった未払 いの循

環が断ち切 られた。 さらに 「イスパ ト」は,汚 染 を減 らし効率を高めるために向こう5年 間で

さらに5億 ドル投資することを引 き受けた。

1996年5月 までには月産は25万 トンに上が り,そ れはすべて現金で売 られ,90%以 上(約

55万 ドル)は 輸出された。3年 間でフル稼働を達成 し,年 産を600万 トンにする予定である。

「イスパ ト」は 「カメル ト」を買った後,そ の鉄鋼工場 と近隣のすべての家庭 ・事務所に熱

と電力を供給する4億3500万 ワッ トの石炭火力発電所を買い取 った。「イスパ ト ・カメル ト」

は現在それを修理 ・政 良中であるが,そ れが終わったら自社内にある小規模で非効率で汚染を

もたらす発電所 を閉鎖する予定である。

「イスパ ト」はさらに,近 くのカラガンダ炭田にあって直接 「イスパ ト・カルメ ト」の需要

に関係 している21の 炭坑の うち15を1億9300万 ドルで買い取 った。 さらに向こう数年間に2

億 ドル以上投資する計画がある。 もともと 「イスパ ト」がカザフスタンに関心を寄せたのは,

この炭田があるからであ り,「カルメ ト」での業績は炭坑を獲得する助けになったようである。

カラガンダ炭田は良質の コークス用石炭の世界最大の炭田の一つである。コークス用石炭は鉄

鋼生産に必要であるが,世 界的に見て新たな炭田の発見が困難視 されてお り,し だいに価格 も

上がっているので,「 イスパ ト'」が この炭田に関心 をもっていたわけである。 この炭田のコー

クス用石炭埋蔵量は10億 トン以上である。

1996年 上半期 にカラガ ンダ炭田全体では年産 にして約1500万 トンの石炭が生産され,そ の

ほとんどは 「カルメ ト」ならびにその他の地元大企業 と発電 ・熱供給施設 によって消費 されて

いる。「カルメ ト」がフル稼働すると,溶 鉱炉 と複数の発電所が年間1100万 トンの コークス用

石炭 と250万 トンのボイラー用石炭 を消費する。コークス用石炭については100年 分近 くがカ
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ラガンダ炭田によって保障されている計算になる。

「イスパ ト」が獲得 した15炭 坑にはカラガンダ炭鉱全体で働 く4万 人の うち2万9000人 が雇

用 されている。15炭 坑の炭層の構造は理想的であ り,設 計 も良いが,保 守が されておらず,

新 しいコール ・カッターその他の機械 を購入する必要がある。

「イスパ ト」は製鋼所と炭坑の両方で,今 後の投資により生産性 を向上 させコス トを削減 し

ようとしている。これまで 「イスパ ト」は賃金総額 を減 らすために従業員の自然減 と早期退職

奨励措置に頼 ってきてお り,強 制的な人員削減は行 っていないが,合 理化投資によ り製鋼所 と

炭坑の両方で余剰人員の処理の問題が顕在化すると見られている。

「イスパ ト・カルメ ト」の鉄鋼に対する国内需要は現状ではほとんどない。ソ連内分業にお

いて,「 カルメ ト」はロシアその他の工業の発達 した共和国の生産財製造企業に鉄鋼圧延製品

を納入 してきたからである。』したがって鉄鋼 を輸出 しなければならないのだが,輸 送費用が高

いという問題がある。そこで将来的には国内市場向けの生産に切 り換 えた方がよいと 「イスパ

ト」は見ている。 とくに以前から生産 しているブリキは,国 内にある消費財産業の中に顧客 を

獲得で きるであろう。それらの消費財産業は今の ところ数 も少な く距離的にも離れているが,

肥沃な黒土地帯が近いので,と くに食品加工業の発展が期待 されている。

食品加工工場,プ ラスチ ック工場 など,鉄 鋼,石 炭 を利用す る工場 を 「イスパ ト・カルメ

ト・コンプレクス」のまわりに多数誘致 し,製 品輸送問題 と余剰人員問題を同時に解決 したい

というのが 「イスパ ト」の目論見である。

この事例では次のようなことが特に注目される。

①生産低下に関連 して一 この巨大工場 も連邦解体前後か ら著 しい生産低下に陥っていた。

②民営化に関連 して一 この企業 には 「経営委託」制度の適用が試みられた。カザフスタン

では民営化も進められているのだが,政 府は経営状態のきわめて悪 いいくつかの巨大国有企業

については,そ れを民営化するのではな く,内 外投資家に経営委託す るという方針 を取 った。

民営化 しようとしても適当な買い手がつかないか もしれないこと,民 営化が企業の再生 を保障

すると限らないことなどが考慮 された結果 といわれるが,重 要企業を国の管轄から外すべ きで

ない との判断 も働いているように思われる。経営委託制度の もとでは投資家は2-10年 の契約

に署名 し,生 産高を増大 させ負債 と未払い賃金を清算することを約束する。その代わり投資家

は経営の全権,利 益または販売収入の一部 を得る。政府は,契 約義務が果たされていないと考

えた場合にはいつで も契約を破棄する権利 をもつ。こうして1995年 には65の 巨大企業の経営

権が国内 ・海外の投資家 に引 き渡 された。 しかし契約の40%は 失敗に終わったと言われる(8)。

この事例 でも2度 にわたって失敗 し,政 府はこの制度の適用 を断念せざるをえなかった。経営
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委託が失敗 したので,政 府は仕方なく外資への売却に踏み切った。

③ リス トラクチ ャリングー 経営委託ではで きなかったリス トラクチャリングが外資への身

売 り後 に始 まった。「イスパ ト」社は巨額の投資を行いつつ,強 制的な人員整理 も不可避と考

えている。

④外資導入一 政府は一般的に外資導入に熱心ではあるが,こ の企業 については売却するつ

もりはなかったのに結局外資の要求 に応 じるほかに企業再建の方途を見つけることがで きなか

った。一般的に言 ってロシア ・中央 アジア諸国に直接投資 しようとする外資は天然資源の採掘

に特に関心 をもっており,ま た会社経営上の トラブルを回避するためにできるだけ支配株を確

保 しようとするが,「 イスパ ト」社の例はその典型であろう。

(3)「 タシケン ト・トラクター工場」(ウ ズベキスタン)

一 「ロシアの轍を踏まず」一

次に,漸 進的市場経済移行 を目指すウズベキスタンの企業の事例 を見てみよう。

生産合同 「タシケ ント・トラクター工場」 はタシケン ト市内にある。私たちは1996年9月

16日 に当生産合同を訪問 し,工 場敷地内,特 に部品製造の自動化職場 と トラクター組立職場

を見学するとともにソボレフ合同長,コ ロブコ経済 ・財務担当副合同長から企業の経営状況に

ついて説明を受けた。

当生産合同は1942年 の設立で,見 学当時国有の ままであった。6種 類の主 として綿花生産用

の トラクターならびに トラクター用 カー トを生産 している。従業員数は6000人 強である。

現在,当 生産合同 も困難な状況にある。その主要な原因は未払い現象が起 こっていることと,

当生産合同の製品の技術水準が低 く国際競争力がないことである。す なわち,当 生産合同は圧

延金属,エ ンジンその他部品などをロシア,ウ クライナ,ベ ラルーシなどから調達 し,製 品を

カザ フスタン,ト ゥルクメニスタン,タ ジキス タン,キ ルギスタンなどに売るとい うかたちの

ソ連内分業体制の中にあったが,CIS諸 国の全体的な経済困難のために未払い問題が起 こり,

nで は代金先払いでの取引 しかお互いに しないので ,当 生産合同の場合,CIS諸 国との関係で

は実際の未払いはない(買 掛金 も売掛金 もない)が,そ の代 わり調達高 も生産高 も大幅に減少

した。また,か つての当生産合同の顧客が西側諸国製の トラクターを買 うケース も出てきてい

る。

そこで,ソ 連解体前夜1万2000人 近かった従業員数は半数に減 らされた。またこれまでソ連

内で調達 してきた部品の内製化 を進めている。

1995年 の純利潤 は450万 ドル,生 産高の減少 した1996年 にはそれは300万 ドルに落ち込むも

のと予想 されている。 しかし他の企業への未払い,銀 行への債務はないし,賃 金の遅配 も数 日
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程度である。その代わ り国か らの巨額の援助を受けている。7月 に流動資金 として500万 ドル

を配分 された し,税 金450万 ドルを免除 されてお り,そ の上,年 末にかけてさらに2000万 ドル

の融資 を受けることになっている。「政府ならびに大統領個人がわが工場にとて も配慮 して く

れている」 とのことである。

主権獲得後の5年 間に当生産合同の従業員福祉は後退 していない。100以 上のアパー ト(1万

5000人 以上の入居者),保 養所2つ,子 供用保養所1つ,幼 稚園7つ,保 健所1つ,病 院1つ そ

の他多 くの施設を有 している。将来はその一部を国の負担に委ねる予定だが,全 体としては従

業員集団の特典 を奪って しまわないように慎重にこの問題に取 り組む(「 ロシアの轍 は踏 まな

い」)方 針である。

だが困難な状況を打開するための抜本的な施策 もまもなく実施 されようとしている。

ひとつは民営化である。現在,当 生産合同は 「ウス ・セリホース ・マシ」 という機関(お そ

らく元の農業機械製造省が改組 されたもの)の 監督下にあるが,近 日中に当生産合同の国家株

式会社への改組 についての閣僚会議決定が出る予定である。約51%の 株式は国家に,約20%

の株式 は労働集団ならびに2-3の 関係機関に渡 され,残 りは外国法人を含む法人に売却 され

る と推測 されている。 この民営化を通 じて果たされるべ き課題 は,① 従業員が実際に主人公感

情 をもつこと,② 外部資金の獲得によ り流動資金 を補填すること,③ 外国資本の誘致のための

条件を作ることの3つ である。

もうひ とつは外 国の会社 との技術提携 あるいは合弁企業の設立である。 とくにアメリカの

「ケイス」 とい う農業機械,道 路建設機械 などの専門機械製造メーカーと合弁企業 を設立 し,

汎用中耕 トラクターさらには綿花用 トラクタニを共同で生産することが検討 されており,1997

年には実際にそれが開始されるであろう。 また,イ ギ リスの 「カミンズ」社製のエ ンジンを組

み込んだ トラクターの試験生産が9月 中に実施されることになってお り,1997年 か らはロシア

製のエンジンに代 えて 「カミンズ」社製のエンジンが購入されるようになるであろう。そ して

「カ ミンズ」社 も合弁企業 に参加することになろう(9)。これら2社 との提携は当生産合同製の ト

ラクターの技術水準と国際競争力を飛躍的に高める もの と期待 されている。

合同長は,合 弁企業の設立のための条件が整っていることを強調 した。合弁企業にかんする

法制はとても自由主義的であ り,し かも政府 ・大統領は外資収入の配分,臨 時減税にかんする

一連の特典 を合弁企業のために用意 しているとのことである。実際に韓国の 「大宇」社が参加

す る 「ウズ ・デウ ・オー ト」 という合弁の自動車製造企業は比較的短期間の準備作業の後,

1996年7月 に営業 を開始 した(1①。 また当生産合同には立派な物的基盤があ り,優 秀な専門家,

教育 された規律ある労働者がいて,こ れ らと外国か らの投資とを結び付ければ大 きな成果が得

られるにちがいない,と 合同長は述べた。
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この事例では以下の諸点が注目される。

①生産低下に関連 して一 ウズベキスタンの工業生産高の低下は全体 としてはわずかである

が,当 生産合同は旧ソ連諸国全体の生産低下の相互作用の中に巻 き込 まれて,深 刻な経営状況

に陥ってお り,も はや従来の旧ソ連内での調達 ・納入関係 を維持することはできなくなってい

る。

②民営化に関連 して一 民営化 を目前に しているが,当 面は国が支配株 を持つ ことになりそ

うで,本 格的な民営化はまだ 日程に上っていない。

③ リス トラクチ ャリングに関連 して一 財務状況は思わし.くないが,国 からの巨額の資金援

助,免 税措置を受けて,賃 金 も払い,さ らに従業員福祉 を維持 している。「ロシアの轍は踏ま

ない」 と断言する合同長の言葉に,ロ シア,キ ルギスタン,カ ザフスタンとは別の道を歩もう

とするウズベキスタンの政治 ・経済指導層の意識が表れていると言えよう。

④外資導入一 技術水準 を高め,国 際競争力 を高めるために,ア メリカ,イ ギリスの会社 と

の合弁企業設立計画が進められている。

(4)農 業企業 「ポ リト・オ トデール」(ウ ズベキスタン)

ウズベキス タンも他の中央アジア諸国と同様農業国であるので,農 業企業の事例 も見 てみよ

う。

私たちは1996年9月17日 にタシケ ント市近郊にある農業企業 「ポリ ト・オ トデール」 を訪

ね,フ ァン経営会議議長 とムフチ ・ザデ副議長か ら会社の概要について説明 を受け,農 場を見

学 した。

従業員は2000人 強で農業 と畜産に従事 している。①農業 一 農地面積は7000ha,う ち灌概

面積は3800ha。 栽培作物 は綿花(1100ha),小 麦(1362ha),種 用 トウモロコシ(200ha),飼

料作物。温室(6ha)が あ り,そ こでは トマ ト,キ ューリを栽培 している。②畜産一 牛2000

頭,う ち1000頭 は乳牛である。

ソ連時代,こ の農場はソ連で最 も優良な,最 も所得水準の高いコルホーズのひとつであった。

1926年 に朝鮮人たちがこの農場 を設立 したが,そ の当時は,こ こは良い畑 でな く雑草の多い

湿地であ り,従 業員の長年に渡る努力により,発 展 して きた。1985年 からのウズベキスタン

指導部 にかんする批判,汚 職問題,そ の後のソ連解体 は当農場を困難な状況に陥れたが,今 は

状況が良 くなってきている。

1995年 の売上高は1億1000万 スム(227万 ドル),純 利潤は1800-2000万 スムであった。以

前に危機を経験 したが,最 近2-3年 は農場の所得 は増 えている。1996年 には売上高,利 潤と

もにかなり増大すると予測 されている。1995年 の従業員の平均月収は3500ス ム・(72ドル)で
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あった。国か らの補助金,融 資は受けていない。利子が高いので銀行からの借金 もしてい な

いo

当農場の主要生産物である綿花,小 麦については今 も国家発注制度が残 ってお り,生 産高の

50%は 固定価格で国に納入 しなければな らない。残 りは契約価格で販売で きる。契約価格は

国家固定価格よ りはるかに高 く,国 際価格に近い。綿花はウズベキスタンの最 も有力な輸出品

であ り,当 農場で生産された綿花 も輸出されているが,直 接輸出は していない。副議長によれ

ば,「 将来 は直接輸出できるようになるか もしれないが,こ の農場 には世界市場 に進出するた

めの知識 とノウハウがないのでまだ無理」 とのことである。

1995年 の主要 な生産投資 としてはアメリカの 「ケイス」社製のコンバイン1台 の購入がある。

1996年 も同じ物 を購入する予定である。国産の同種機械 もあるが,実 際的な判断か ら今回は

「ケイス」社製の物を買 った。

1995年4月 にコルホーズか ら閉鎖型株式会社に改組された。政府か ら閉鎖型ではなく公開型

にするようにとい う指導 もあったが閉鎖型 を選択 した。資本金は9000万 ソム強で,従 業員 と

1964年 以後当農場で働 いていたことのある年金生活者が株主になった。1964年 以後の各人の

獲得賃金総額に応 じて株式 を配分 した。配当を今後支払うことになる。配当額は利潤額 を計算

してか ら決定する。

副議長の考えでは,株 式会社化 は時代の流れであるが,そ の目的は従業員の所得 を増やすこ

とであ り,肯 定的に評価できる。実際に株式会社化以後従業員の態度は変わりつつある。ソ連

時代 から 「従業員が所有者」 と言われてきたが,今 は実質的に所有者になった。従業員は 「も

っともらうためには働かなければならない」 とい うことを理解 し始 めている。1996年 の生産

高,利 潤の増大が見込めそうなのも,株 式会社化の成果と考えられている。

株式会社化 と前後 して,自 営農民になるために農場を出て行った従業員が9人(家 族 を含め

て70人)い る。 ファン議長は 「かれらは今の ところまあまあやっているが,採 算 を取るため

には広い土地が必要なので,経 営 を統合するとかなにか しなければならないだろう」と述べた。

かれ らは農業機械での作業を必要 とするときには当農場に頼みに来るので,当 農場が作業を請

け負い,後 で作業代を受け取 る。ほかに,農 業機械での作業を請け負 う専門の組織 もある。

・都市勤労者の生活と比べてこの農場の従業員の生活はより豊かである。そこで都市からこの

農場に働 きに来る人々もいる。ただ し都市でのビジネスに従事するとしば しば法外 な収入 を得

られるので,農 場で働 くのをやめて都市に働 きに出かける人々も出てきている。

従業員の民族構成はウズベク人約35%,カ ザフ人約40%,朝 鮮人約25%で ある。この農場

の地域には従業員,そ の家族,医 者,教 師など含めて2万1000人 以上が住んでいる。農場の地

域内に学校8,幼 稚園15,文 化宮殿1,ク ラブ3が ある。サ ッカー用スタジアム1,ホ ッケー
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用 グ ラ ウ ン ド1,子 供 用 グ ラ ウ ン ド4も あ る。 男 子 サ ッ カ ー チ ー ム,朝 鮮 人 民 族 舞 踊 団 が あ る。

.こ れ らは み な 当 農 場 に よっ て維 持 され てい る。

ここでは次の諸点に注 目しておこう。

①生産低下に関連 して一 ウズベキスタンでは農業生産の低下 も比較的少 ないのであ り,こ

の事例で も顕著 な生産低下はなかった。

②民営化に関連 して一 コルホーズとい う疑似国有形態から閉鎖型株式会社形態への移行が

行われ,そ れと同時に個人農 として農場を離脱する人々も現れた。旧ソ連諸国でこのような過

程は一般的に見 られる。ロシアなどでは農場解体や株式の集中化 といった現象 も起こっている

が,こ こでは今の ところそのような動 きはみられない。

③ リス トラクチャリングに関連 して一 その必要は感 じられていない。国家発注制度 をは じ

め として旧制度が残ってお り,財 務上の問題 もなく,従 業員福祉 も従来 どお り維持できており,

従業員の生活は都市勤労者より豊かだからである。

④外資導入に関連 して一 その予定はない。

(5)「 アシババード絨毯工場」(ト ゥルクメニスタン)

一 手織機 に向かう民族衣装の女工たち一

最後に,東 洋の伝統に根 ざした独自の発展路線を志向する トゥルクメニスタンの企業の事例

を見よう。

私たちは1996年9月19日 にアシババー ド市内にある 「アシババー ド絨毯工場」 を訪れ,カ

ラジャーエヴァ副企業長の説明を受け,作 業場 を見学 した。

副企業長によると,ト ゥルクメン民族が昔から誇 りにしてきたものは絨毯と馬であ り,特 に

絨毯は,使 用 している羊毛の毛の長さ,織 りの緊密 さ,薄 さと模様の鮮明 さを特長 としてお り,

トゥルクメニスタンの人々は トゥルクメン絨毯 を世界最高の絨毯と考えている。

アシババー ドでは古 くからクスター リ経営(家 内制手工業経営)の かたちで絨毯製造が行わ

れて きてお り,社 会主義革命後,そ れ らがい くつかの小 さなアルテリ(協 同組合)に まとまる

ようにな り,そ して1938年 頃 「アシババー ド絨毯工場」に統合された。現在700名 の機織女工

が働いている。 トゥルクメニスタン全土では13の 絨毯工場があ り,総 計約1万 人の機織女工が

いる。男性の機織はいないわけではないが,工 場では働かない,と のことである。

当工場は国有企業であ り,今 の ところ民営化の予定はない。 この企業は他の12の 絨毯工場,

羊毛工場(羊 の毛を刈 り,洗 う工場),羊 毛製糸工場(羊 毛を毛糸に加工 し染める工場)と と

もに 「トゥルクメン絨毯合同」(省 が改組 されたもの)の 傘下 に入っている。この合同を監督
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しているのは大統領会議である。

当工場は原料の毛糸 を合同内の製糸工場から国定価格で買 う。絨毯1㎡ 当 り約3.5kgの 毛糸

が必要である。

伝統的に トゥルクメニスタンでは しば しば家庭に織機があ り,多 くの女性が子供の頃から絨

毯織 りに親 しんできた。今で もそうである。工場でも家庭でも使用 している設備はほ とんど同

じである。

私 たちは工場で女工たちが皆,民 族衣装姿で伝統的な木製の簡素な手織機の前 に座って仕事

を しているのを見た。使 っている道具は小 さなヘラ,糸 を叩いて締める槌そ してはさみである。

手織機 もこれらの道具 も高価なものではない。女工は下絵を見て覚えて織ってい く。それほど

難 しい仕事ではない。織 り方は家庭の中で教えられた り,工 場で年長者から習う。

出来高賃金制が取 られてお り,当 工場での女工の1日 のノルマは1万 ノッ ト。1月 では約

0.74㎡ になる。最も熟練度の高い職工の月収は約20万 マナ ト(43ド ル)。 ノルマを超過達成 し

た労働者 に対する報償制度がある。労働時間は8時 間である。

従業員の40%は 工場に出勤せず自宅の織機を使 って働 く家内労働者である。子供や病人が

いる場合,そ の方が都合がよいからである。工場労働者にも家内労働者 にも同一の賃金制度が

適用されている。

自宅に織機 を持っている人々は,自 分の家庭や親戚のため絨毯を織 ることもあるが,織 った

物 を自分で売ることはない。

年生産高は4000㎡ 。毎年3-5%ほ ど生産高が増大 してきている。絨毯の取引所価格(11)は1㎡

当 り120-160ド ル。製品の60%は 合同を通 じて輸出に廻 されている。主 な輸出先は ドイツで

ある。市内に小売店をもっている。

ソ連時代 と独立後 とで経営の制度 ・方法に目立 った変化はない。.毛糸の調達価格 も絨毯の引

渡 し価格 も独立の前後でとくに変化ない。ただソ連時代はモスクワを通 じて絨毯を輸出 してお

り,輸 出で得 られる外資の一部がモスクワに残されていた点は違 う。経営管理者の人事制度 も

ソ連時代 と同 じで任期 を限 らない任命制である。副社長 自身は若い頃この工場 に機織女工 とし

て入 り,そ の後,省 に勤務 し,さ らに経営管理者 として工場 に戻ってきた。

設備投資の予定は特 にない。.

この事例では次のことに注意 しておこう。

①生産低下に関 して一 原料が国産で,機 械等 も使用 しないという トゥルクメニスタン絨毯

産業の特質から働,生 産低下は起こっていない。

②民営化 に関連 して一 予定なし。
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③ リス トラクチャリングに関連 して一 予定な し。

④外資導入一 予定なし。

3.中 央アジア諸国の企業の現状 と展望

以上のことから,中 央 アジア諸国の企業の今後 を展望するための手がか りになりそうなこと

を3つ 指摘 して,本 稿のまとめとしよう。

まず第一は,中 央アジアの企業システムの変革の3つ の異なる道が見えてきたことである。

一つはキルギスタン
,カ ザ フス タンの場合であ り,そ こでは企業 はロシアにおいてと同様,

全体 として現在急速な市場化 と激 しい生産低下 とを経験 している。 ロシアでは,こ の過程を通

じて企業の行動様式 の顕著な変化が観察 されている('3。すなわち,市 場経済化に対応 して,製

品構成の変更,従 来の取引関係の見直 し,従 業員の整理,福 利厚生施設の分離などに取 り掛か

っている。「キルギス検査ステーション」や 「イスパ ト・カルメ ト」の場合 もリス トラクチャ

リングの意欲は強い。 しか し他方では前者は所有者である国からの財政支援が得 られず投資資

金不足 に悩んでいるし,後 者は外国資本に売却されて しまっている。

もう一つはウズベキスタンの場合であ り,そ こでは企業は漸進的な市場化 とよりマイル ドな

生産低下を経験 している。「タシケン ト・トラクター工場」は国の手厚い保護 を受けながら輸

出競争力をつけようとしているし,ま たこの工場 も 「ポリト・オ トデール」 も従業員福祉が一

歩 も後退 していないことを誇っているが,他 方ではそれは変革への内発的な意欲 を制限 してい

るようにも思える。

さらにもう一つは トゥルクメニスタンの場合である。そこではソ連型計画経済体制がほとん

どそのまま維持 されてお り,し たがって連邦解体の影響による生産低下に主体的に対処 してい

るのは政府であ り企業ではない。「アシババー ド絨毯工場」の場合,生 産低下 も・起 こっていな

いので経営者は今の ところ現状に満足 しているようであるが,そ れでは発展 も期待できないか

もしれない。余 りにも簡素な手織機で織 られた絨毯の国際市場での競争力は,低 賃金によって

は じめて支えられているのだが,機 械の導入が検討 されている様子はない。

どの道が成功 につながるかというように単純に問題を立てることは不可能 と言わざるを得な

い。3つ の道のどれを選択するかは当然各国の初期条件 に規定 される し,ま た,そ の選択は企

業システム改革の成否,引 いては経済発展の成否を決める一つの要因で しかないか らである。

しか し,同 じくソ連邦に属 していた中央アジア諸国がそれぞれ異なる道を歩み始めたことは注

目しておいてよかろう。
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第二は,市 場化を急 ぐキルギスタン,カ ザフス タンの場合です ら,企 業システムには依然と

して非市場的な特徴が顕著だ ということである。これはロシアについても当てはまる。そのこ

とは簡略には表1に 示 されているが,ロ シアでの調査(14ならびに 「キルギス国営機械検査ステ

ーション」の事例を見ると,そ れを単に過渡的なもの と考えるのは妥当でないことがわかる。

すなわち,そ れ らの非市場的な特徴は,多 くの企業で旧経営陣がその地位 に留 まっていること

や,今 のところほかの選択肢がないことなどによってある程度説明できるが,そ の内のい くつ

かは国民経済上の効率性あるいは社会構造 ・社会意識 と結び付いていて,長 期的にも残る可能

性がある。国有企業あるいは国家持株制,国 家の保護への期待,広 範な従業員福祉,余 剰人員

の維持,従 業員の副業農業経営などがそうである。 これ らは企業活動の効率化の阻止要因とな

る反面,社 会の緩衝装置 ともなるものであ り,こ れらの国々の形成 されつつある企業システム

の独 自の特徴 となって行 くか もしれない。

第三は,外 国資本の進出が顕著だということである。 と言っても東欧や中国ほどではないの

だが('⇒,特に資源関係 を中心 として巨額の直接投資が目立つ。「イスパ ト・カメル ト」 のよう

に外資が完全に買収する場合 もある し,「 タシケント ・トラクター工場」で準備 されているよ

うに合弁企業が形成 される場合 もある。国民経済的観点からの問題がないではないが,投 資資

金の補充,雇 用の確保だけでな く,経 営技術,生 産技術の移転効果が期待で きる。

注(1)視 察 報 告 は 『ロ シ ア ・ユ ー ラ シ ア 経 済 調 査 資 料 』1996年12月 号 。

(2)レlcπaMKapHMoB,y36eKNcTaHrlonyTHyrsy6JleHNs

gKoHoMN4ecK4xpeΦopM,Ta田KeHT,1995,cTp.7-14.

(3)M。Opa30BH「.XaJoBa,「1porpaMMapeΦopMHPoBaHvA

3KoHoMHKNTypKMeHNcTaHa``10」leTcTa6N.T7)HocTN,"

〈Bonpocbl3KoHoMLKN》No.10,1995r.,cTp.95.

(4)ト ゥ ル ク メ ニ ス タ ン に つ い て はi∋hoHoMeKaCHrB1995r.,《06wecTBo

H3KoHoMNKa》No.3-4,1996r.,cTp.234.AcademyofSciencesof

Turkmenistan,TurkmenistanHumanDevelopmentReport,1995,p.12.

(5)EIUCountryProfile1999-1995:Georgia,Armenia,Azerbaijan,Kazakhstan,CentralAsian

Republic:,p.130.

(6)Z配4.,p.112・113.

(7)FinancialTimesSurvey,11July1996,p.m.V.

(8)1わf4.,P.N.
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(9)《BusinessPa血er》No.28,4-11NK)」IA1996r.,cTp.1-2.

(1① 《BusinessPartner》No.31,25-31NH)Jis1996r.,cTp.1.

(11)EBRDの 報 告 書 に よ る と,1994年8月1日 に 商 品 取 引 所 が 設 立 さ れ た 。 法 律 に よ り,あ る 一 定

額(そ れ ほ ど大 き な 額 で な く当 初 は25万 マ ナ ト)を 超 え る す べ て の 商 品 取 引(国 内 取 引,対 外

取 引 の 両 方 を含 む)は こ の 公 認 の 商 品 取 引 所 で 実 施(ま た は 登 録 ・承 認)さ れ ね ば な ら な い 。

こ の 取 引 所 は 市 場 取 引 を 成 立 さ せ る た め の もの で は な く,む し ろ 国 家 に よ る取 引 の 規 制 の強 化

の 道 具 の よ うで あ る 。EBRD,7搬 塒 漉oπRψoπ1996.P.179.

働 ト ゥル ク メ ニ ス タ ン の 生 産 低 下 は,旧 ソ連 諸 国 の 経 済 困 難 に と も な う天 然 ガ ス の 輸 出 量 の 激

減,燃 料,機 械 そ の 他 生 産 用 資 材 の 輸 入 困 難 を 主 要 な 原 因 と し て い る 。E1σCountryPπ 痂1θ

1994-1995,p.130,135.EBRD,TransitionReport1996,p.179.

(13;レlH(:TNTyuNoHaT.bHbleNMNKpo3KoHoMNqecKNenp-

06JleMbIpoccNllcKo曲3KoHoMHK4B1995r.,《06【uecTB聯

oN3KoHoMHKa》No.5,1996,cTp.115・132.

(14)TaM>Ke.

(15;TheWorldBank,FromPlantoMarket,p.64.
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表1.移 行の進展度

国

カザ フス タン キルギス タ ン ロシア タジキスタ ン トゥルクメニスタン ウズベキスタン

GDPに 占め る

民 間セ クターの比重

(%,1996年 央,EBRDの 概算)

40 50 60 20 20 40

企業

大 民営化

小 民営化

企業リストラクチャリング

3

3

2

3

4

2

3

4

2

2

2

1

1

1

1

3

3

2

市場 と取引

価格自由化

商業 ・貿易システム

競争政策

3

4

2

3

4

2

3

4

2

3

2

1

2

1

1

3

2

2

金融制度

銀行改革 と

利子率自由化

証券市場 と

ノンバンク系金融機関

2

2

2

2

2

3

1

1

1

1

2

2

法制改革

投資法制の改革の

幅広さと効率性
2 2 3 2 1 3

出 所:EBRD,TransitionReport1996,pp.11・14.1,2,3,4,4★ の 順 に移 行 の 程 度 が 高 ま る。4★ は 先

進 工 業 国 と同 じ段 階 だ が,6ヵ 国 だ け を取 り出 した 上 の 表 に は な い 。

表2.国 内総 生 産

(固 定 価 格,1990年 二100)

.1991 1992 1993 1994 1995

カザ フ ス タ ン 87.C 75.7 66.0 50.0 45.6

キルギスタン 95.0 77.0 64.7 47.6 47.0

ロ シ ア 87.0 74.4 679 59.3 56.9

タ ジ キ ス タ ン 92.9 66.0 58.7 46.1 40.3

トゥル クメ ニ ス タ ン 95.3 90.2 81.2 65.0 58.5

ウ ズ ベ キ ス タ ン 99.5 88.5 86.5 82.7 81.7

出 所:EBRD,TransitionReport1996,pp.19〔1209よ り作 成 。
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表3.工 業 生産 高,農 業生産 高

(1990年=100)

1991 1992 1993 1994 1995

カザ フス タ ン

工業 99.0 85.1 71.5 56.5 47.4

農業 91.0 91.9 82.7 63.7 50.1

キ ル ギ ス タ ン

工業 99.7 73.8 55.4 39.9 33.E

農業 90.0 85.5 77.0 65.5 68.]

ロ シ ア

工業 92.0 74.7 62.6 48.3 46.0

タ ジ キ ス タ ン

工業 98.0 75.4 62.0 42.5 na

農業 95.6 70.1 67.0 67.7 na

ウズ ベ キ ス タ ン

工業 101.8 89.3 81.9 na na

農業 94.8 87.9 81.7 na na

出 所:EBRD,TransitionReport1996,pp.196-209よ り作 成 。

表4.外 国 か らの 直 接 投 資

1989-1995年 累 積 額 1人 当 り累積額

(100万 ドル) (ド ル)

カ ザ フ ス タ ン 1831 110

キ ル ギ ス タ ン 143 32

ロ シ ア 3100 21

タ ジキ ス タ ン 29 5

トゥル ク メ ニ ス タ ン 215 54

ウ ズ ベ キ ス タ ン 287 13

'出所:EBRD
,TransitionReport2996,pF.116.
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表5.産 業部門別就業者分布

(1995年,%)

内 訳経済分野

就業者計 工業 農業 ・漁業 建設業 サ ー ビス 業

カザ フス タ ン 100 18.0 20.5 6.6 54.E

キルギス タン 100 14.6 39.6 4.6 41.2

ロ シ ア 100 26.6 14.9 9.9 48.E

タ ジ キ ス タ ン 100 10.9 53.7 5.1 30.3

トゥル ク メ ニ ス タ ン 100 9.9 42.9 10.1 37.1

ウズ ベ キ ス タ ン 100 13.5 43.5 6.4 36.6

出 所:《06田ecTBoN3KoHoMeKa》No.5,1996r.,cTp.185.

表6.工 業 ・エ ネ ル ギ ー産 業 の 部 門 別 生 産 額 比 率

(%,1994年)

カザ フス タン キルギス タ ン ロシア タジキス タ ン トゥルクメニスタン ウズベキス タン

燃料エネルギー コンプレクス 40.8 26.0 27.4 8.E 70.0 24.1

冶金 23.9 10.9 15.0 31.5 0.0 9.2

化学 ・石油化学 3.i 0.2 6.8 3.6 1.E 5.2

機械製造 ・金属加工 7.3 10.5 18.3 4.C 0.4 9.9

林業,木 材加工,製 紙 1.0 0.5 4.5 0.4 0.2 1.2

建設資材工業 4.] 4.2 3.4 3.5 3.3 5.6

軽工業 3.8 21.] 3.1 27.5 ll.4 23.2

食品工業 12.1 15.8 11.9 &5 1L8 12.4

出 所:WorldBank,StatisticalHandbook1995:StatesoftheFormerUSSR,p.15.
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表7.農 業 生産

カザ フス タン キルギスタ ン ロシア タジキス タン トゥルクメニスタン ウズベキスタン

農業生産のタイプ別内訳

(1994年)

農業 35.7 56.6 ●● ● ,「. 75.7 ,,,

畜産 64.3 43.4 ,.. ■ ・ 243 ,「

主要農産物

(1994年,1000t)

穀物(脱 穀後) 16,459 ,. 81,298 212 807 2,466

油脂作物の種子 184 ■o. 3,996 「 ■「 25

綿花 208 54 .・ ・ 529 1,341

砂糖大根 433 144 13,946 .○ ・ ●9. 23

じゃがい も 2,040 31] 33,828 134 31 567

果物 100 79 2,094 145 225 908

野菜 781 266 9,621 495 183 2,975

畜産物

肉(100(n) 1,048 194 7,513 112 110 504

牛乳(1000t) 5,128 866 46,524 467 712 3,800

卵(100万 個) 2,772 200 40,300 79 133 1,800

羊毛(100(n) 79 21 158 3 ●● ● 27

出 所:WorldBank,StatisticalHandbook2995:StatesoftheFormerUSSR,p.14.

表8.住 民の主要な貨幣収入源

(貨幣収入総額に対する%,1995年1・9月)

労働所得 年金 奨学金 諸手当
個人副業経営

生産物販売収入

カザ フ ス タ ン 72.1 5.7 0.2 1.2 8.1

キルギス タン 55.0 7.2 0.2 2.4 22.6

ロ シ ア 77.9 7.7 0.2 2.8 2.7

タ ジ キス タ ン*
ノ

52.0 6.0 0.2 6.1 11.5

トゥル ク メ ニ ス タ ン* 62.0 7.9 0.2 0.5 5.5

ウ ズ ベ キ ス タ ン* 56.4 10.2 0.4 3.4 11.6

*タ ジ キ ス タ ン は1993年 の 数 字,ト ゥ ル ク メ ニ ス タ ン と ウ ズ ベ キ ス タ ン は1994年 の 数 字 。

出 所:《06斑ecTBoN3KoHoMNKa》No.5,1996r.,cTp.186-187.


